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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第51期 

第２四半期 
連結累計期間 

第52期 
第２四半期 
連結累計期間 

第51期 

会計期間 
自平成30年４月１日 
至平成30年９月30日 

自平成31年４月１日 
至令和元年９月30日 

自平成30年４月１日 
至平成31年３月31日 

売上高 （百万円） 80,211 73,911 144,980 

経常利益 （百万円） 20,350 13,532 27,451 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 13,489 9,407 16,341 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 13,501 9,543 16,202 

純資産額 （百万円） 226,298 230,649 225,052 

総資産額 （百万円） 431,288 432,910 442,845 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 136.77 95.37 165.68 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） 136.75 － 165.66 

自己資本比率 （％） 52.5 53.3 50.8 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 18,277 364 35,188 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △4,924 15,306 △29,165 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △10,637 △9,505 △11,484 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 36,908 34,891 28,729 

 

回次
第51期

第２四半期
連結会計期間

第52期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

自令和元年７月１日
至令和元年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 53.72 35.99 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第52期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、国内需要については引き続き堅調に推移しておりますが、米

中の貿易摩擦の深刻化や海外経済の減速などにより先行きは不透明となっております。 

遊技機業界におきましては、平成30年２月１日を施行期日として改正された「風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律施行規則」及び「遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則」（以下、あわせて「新規則」といい

ます。）による影響が継続しております。遊技機市場では、一般財団法人保安通信協会におけるパチスロ機の型式試

験適合率が低水準であり、遊技機メーカーは新規則機の提供を十分にできておらず、また、パチンコホールにおいて

はプレーヤーの支持の高い旧規則機の入れ替えに慎重になっていることなどにより、新規則機の販売が依然として低

調に推移しております。 

ゴルフ業界におきましては、ゴルフプレー人口の減少や労働力不足等の課題を引き続き有していること、また、近

年の異常気象や災害などのリスクもあり、厳しい経営環境が継続しております。そのため、若年層や女性プレーヤー

の獲得、多様なプレースタイルへの対応及びゴルフ場運営の効率化等がより一層求められています。 

このような環境下、遊技機事業におきましては、業界におけるシェア拡大とその確保を目標として、「競争力の高

い商品の創出」、「ブランドイメージの維持・向上」及び「コスト削減・業務効率化の推進」を、ゴルフ事業におき

ましては、中長期的な視点で経営の基盤を構築することを目的として「商品価値の向上」及び「収益力の強化」を基

本方針とし、各施策を推進いたしました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高73,911百万円（前年同期比7.9％減）、営業利益

13,550百万円（前年同期比34.7％減）、経常利益13,532百万円（前年同期比33.5％減）、親会社株主に帰属する四半

期純利益9,407百万円（前年同期比30.3％減）となりました。 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

（遊技機事業） 

遊技機事業におきましては、パチンコ機は「ターミネーター２」及び「キャッツ・アイ～最高のお宝、頂きに上が

ります～」を発売し、販売台数は45千台（前年同期比13千台減）、パチスロ機は「パチスロガールズ＆パンツァーG

～これが私の戦車道です!～」及び「パチスロラブ嬢２」等を発売し、販売台数は32千台（前年同期比６千台減）と

なりました。 

売上高及び利益面につきましては、新規タイトルの発売が２機種にとどまったことによるパチンコ機販売台数の減

少や研究開発費が増加したことなどにより、前年同期から減収減益となりました。 

以上の結果、売上高29,568百万円（前年同期比20.1％減）、営業利益7,946百万円（前年同期比49.3％減）となり

ました。 

（ゴルフ事業） 

ゴルフ事業におきましては、ゴルフ場のポートフォリオの入れ替えに伴い、３月に株式売買に関する基本合意契約

を締結いたしました「レオマ高原ゴルフ倶楽部」について、５月31日に全株式を譲渡後、同日より運営受託を開始い

たしました。また、７月に「PGM富岡カントリークラブ ノースコース」（旧名称レイクウッドゴルフクラブ富岡コ

ース）の株式譲渡契約を締結し、10月より運営を開始しております。 

売上高及び利益面につきましては、９月に発生した台風の影響で千葉県の一部のゴルフ場が停電によりクローズい

たしましたが、新規取得したゴルフ場の貢献により、前年同期より微増となりました。 

以上の結果、売上高44,342百万円（前年同期比2.7％増）、営業利益7,194百万円（前年同期比6.4％増）となりま

した。 
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(2) 財政状態の状況 

（資産の部） 

総資産は、前連結会計年度末に比べ9,934百万円減少し、432,910百万円となりました。受取手形及び売掛金が

3,397百万円増加する一方、現金及び預金が6,803百万円、有価証券が2,097百万円、流動資産のその他が1,639百万円

減少しております。 

（負債の部） 

負債は、前連結会計年度末に比べ15,531百万円減少し、202,261百万円となりました。未払法人税等が5,384百万

円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）が5,154百万円、流動負債のその他が2,805百万円減少してお

ります。 

（純資産の部） 

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の組み入れにより利益剰余金が9,407百万円増加する一方、剰余金

の配当により利益剰余金が3,945百万円減少したこと等により、前連結会計年度末より5,596百万円増加し、230,649

百万円となりました。 

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の50.8％から53.3％となっております。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の増減額は、6,162百万円のプラスとなり、現金及び現金

同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は34,891百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、364百万円のプラス（前年同期は

18,277百万円のプラス）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益14,285百万円となった一方、仕入債務

の減少額3,166百万円、法人税等の支払額9,022百万円となったことによるものであります。

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、15,306百万円のプラス（前年同期は

4,924百万円のマイナス）となりました。これは主に定期預金の払戻による収入18,580百万円、有価証券及び投資有

価証券の売却及び償還による収入49,803百万円となった一方、定期預金の預入による支出12,140百万円、有価証券及

び投資有価証券の取得による支出38,146百万円、有形固定資産の取得による支出3,307百万円となったことによるも

のであります。

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、9,505百万円のマイナス（前年同期は

10,637百万円のマイナス）となりました。これは主に長期借入金の返済による支出5,154百万円、配当金の支払額

3,947百万円となったことによるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、7,303百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 経営方針・経営戦略等 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 228,903,400

計 228,903,400

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株) 
（令和元年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（令和元年11月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 99,809,060 99,809,060 東京証券取引所市場第一部 
単元株式数 

100株 

計 99,809,060 99,809,060 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

令和元年７月１日～ 

令和元年９月30日
－ 99,809,060 － 16,755 － 16,675
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（５）【大株主の状況】

    令和元年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式（自

己株式を除

く。）の総数に

対する所有株式

数の割合（％） 

㈱石原ホールディングス 沖縄県那覇市上之屋１丁目10番20号 38,250 38.78 

石原 慎也 東京都港区 2,994 3.04 

石原 昌幸 東京都港区 2,994 3.04 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－11 2,585 2.62 

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,910 1.94 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口

９） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,572 1.59 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口

５） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,118 1.13 

杉山 由梨 東京都港区 1,000 1.01 

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ 

385151 

（常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営業部） 

25 ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ， Ｃ

ＡＮＡＲＹ ＷＨＡＲＦ， ＬＯＮ

ＤＯＮ， Ｅ14 ５ＪＰ， ＵＮＩ

ＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ 

（東京都港区港南２丁目15－１ 品

川インターシティＡ棟） 

892 0.90 

石原 潤子 東京都港区 750 0.76 

計 － 54,066 54.81 

（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務等に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）         2,585千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）          1,910千株

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口９）        1,572千株

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口５）        1,118千株

２．上記のほか、自己株式が1,170千株あります。 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        令和元年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,170,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 98,067,300 980,673 － 

単元未満株式 普通株式 570,960 － － 

発行済株式総数   99,809,060 － － 

総株主の議決権   － 980,673 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。

②【自己株式等】

        令和元年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

株式会社平和 
東京都台東区東上野

一丁目16番１号 
1,170,800 － 1,170,800 1.17 

計 － 1,170,800 － 1,170,800 1.17 

 

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（令和元年７月１日から令

和元年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成31年４月１日から令和元年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

- 7 -

2019/11/14 12:28:40／19551562_株式会社平和_第２四半期報告書



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成31年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(令和元年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 42,461 35,657 

受取手形及び売掛金 8,493 11,891 

電子記録債権 1,834 859 

有価証券 50,719 48,622 

商品及び製品 3,408 2,211 

原材料及び貯蔵品 5,189 4,854 

その他 9,857 8,217 

貸倒引当金 △472 △480 

流動資産合計 121,492 111,834 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 65,866 65,161 

土地 207,012 207,026 

その他（純額） 12,499 14,219 

有形固定資産合計 285,377 286,407 

無形固定資産    

のれん 5,357 5,212 

その他 4,496 4,434 

無形固定資産合計 9,853 9,646 

投資その他の資産    

投資有価証券 13,612 12,733 

その他 13,044 12,820 

貸倒引当金 △535 △531 

投資その他の資産合計 26,121 25,022 

固定資産合計 321,353 321,075 

資産合計 442,845 432,910 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 3,442 2,826 

電子記録債務 7,480 6,482 

1年内返済予定の長期借入金 13,668 19,913 

未払法人税等 9,264 3,879 

引当金 3,326 2,568 

その他 17,711 14,905 

流動負債合計 54,894 50,576 

固定負債    

長期借入金 107,088 95,689 

退職給付に係る負債 4,846 4,908 

その他 50,964 51,087 

固定負債合計 162,898 151,685 

負債合計 217,793 202,261 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成31年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(令和元年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 16,755 16,755 

資本剰余金 54,863 54,863 

利益剰余金 154,638 160,100 

自己株式 △1,332 △1,333 

株主資本合計 224,924 230,385 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 282 385 

退職給付に係る調整累計額 △154 △121 

その他の包括利益累計額合計 127 263 

非支配株主持分 0 0 

純資産合計 225,052 230,649 

負債純資産合計 442,845 432,910 
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 

 至 平成30年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成31年４月１日 
 至 令和元年９月30日) 

売上高 80,211 73,911 

売上原価 46,528 43,662 

売上総利益 33,683 30,249 

販売費及び一般管理費 ※ 12,939 ※ 16,698 

営業利益 20,743 13,550 

営業外収益    

受取利息 89 90 

受取配当金 21 20 

有価証券償還益 2 － 

受取保険金 31 84 

売電収入 93 90 

原材料売却益 25 20 

その他 170 156 

営業外収益合計 433 462 

営業外費用    

支払利息 279 212 

支払手数料 42 9 

災害復旧費用 162 132 

災害損失引当金繰入額 207 23 

その他 135 102 

営業外費用合計 827 479 

経常利益 20,350 13,532 

特別利益    

関係会社株式売却益 － 752 

新株予約権戻入益 4 － 

特別利益合計 4 752 

特別損失    

特別損失合計 － － 

税金等調整前四半期純利益 20,355 14,285 

法人税等 6,865 4,877 

四半期純利益 13,489 9,407 

（内訳）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,489 9,407 

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △45 103 

退職給付に係る調整額 57 32 

その他の包括利益合計 11 135 

四半期包括利益 13,501 9,543 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 13,501 9,543 

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 

 至 平成30年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成31年４月１日 
 至 令和元年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 20,355 14,285 

減価償却費 4,773 4,171 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 3 

賞与引当金の増減額（△は減少） △349 △847 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 31 △63 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 176 111 

受取利息及び受取配当金 △110 △110 

支払利息 279 212 

為替差損益（△は益） △7 3 

関係会社株式売却損益（△は益） － △752 

有価証券償還損益（△は益） △2 － 

前渡金の増減額（△は増加） 109 191 

前払金の増減額（△は増加） △202 994 

未収消費税等の増減額（△は増加） 2,204 △64 

売上債権の増減額（△は増加） △3,642 △2,491 

たな卸資産の増減額（△は増加） 708 1,532 

仕入債務の増減額（△は減少） △3,702 △3,166 

未払金の増減額（△は減少） △373 △924 

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,590 △1,276 

前受金の増減額（△は減少） △2,451 △2,550 

その他 272 220 

小計 19,657 9,475 

利息及び配当金の受取額 122 114 

利息の支払額 △282 △214 

法人税等の支払額 △2,931 △9,022 

法人税等の還付額 1,710 11 

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,277 364 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △19,350 △12,140 

定期預金の払戻による収入 26,860 18,580 

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △39,140 △38,146 

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入 
30,912 49,803 

有形固定資産の取得による支出 △4,109 △3,307 

有形固定資産の売却による収入 4 13 

無形固定資産の取得による支出 △24 △143 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 500 

その他 △77 145 

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,924 15,306 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 3,959 － 

長期借入金の返済による支出 △10,159 △5,154 

自己株式の取得による支出 △4 △1 

ストックオプションの行使による収入 48 － 

配当金の支払額 △3,945 △3,947 

その他 △537 △402 

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,637 △9,505 

現金及び現金同等物に係る換算差額 7 △3 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,723 6,162 

現金及び現金同等物の期首残高 34,185 28,729 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 36,908 ※ 34,891 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

(税金費用の計算)

当社及び一部の連結子会社の税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四半期

純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減したうえで、法定実効税率を乗じる方法によっております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

   当社の連結子会社であるパシフィックゴルフマネージメント㈱は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。 

 
 

 
前連結会計年度

（平成31年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（令和元年９月30日）

当座貸越極度額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 3,000 3,000

 

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自 平成30年４月１日 

  至 平成30年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 平成31年４月１日 

  至 令和元年９月30日） 

賞与引当金繰入額 187百万円 178百万円 

役員賞与引当金繰入額 31 － 

退職給付費用 168 143 

株主優待引当金繰入額 942 1,188 

貸倒引当金繰入額 59 57 

研究開発費 2,972 7,303 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成31年４月１日
至 令和元年９月30日）

現金及び預金勘定 31,058百万円 35,657百万円

有価証券勘定 58,629 48,622

流動資産の「その他」に含まれる短期預け金 － 23

合計 89,688 84,303

預入期間が３か月を超える定期預金 △13,640 △16,010

株式及び償還までの期間が３か月を超える

債券等
△39,139 △33,402

現金及び現金同等物 36,908 34,891
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 3,943 40 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月９日

取締役会
普通株式 3,945 40 平成30年９月30日 平成30年12月10日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成31年４月１日 至 令和元年９月30日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和元年６月27日

定時株主総会
普通株式 3,945 40 平成31年３月31日 令和元年６月28日 利益剰余金

 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和元年11月13日

取締役会
普通株式 3,945 40 令和元年９月30日 令和元年12月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日） 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円) 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益及び包 
括利益計算 
書計上額 
(注)２ 

  遊技機事業 ゴルフ事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 37,027 43,183 80,211 － 80,211 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

－ 5 5 △5 － 

計 37,027 43,188 80,216 △5 80,211 

セグメント利益 15,666 6,761 22,428 △1,684 20,743 

（注）１. セグメント利益の調整額△1,684百万円には、セグメント間取引消去４百万円及び配賦不能営業費

用△1,688百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、提出会社の管理部門に係る費用であ

ります。

２. セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成31年４月１日 至 令和元年９月30日） 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円) 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益及び包 
括利益計算 
書計上額 
(注)２ 

  遊技機事業 ゴルフ事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 29,568 44,342 73,911 － 73,911 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

－ 4 4 △4 － 

計 29,568 44,347 73,916 △4 73,911 

セグメント利益 7,946 7,194 15,141 △1,590 13,550 

（注）１. セグメント利益の調整額△1,590百万円には、セグメント間取引消去３百万円及び配賦不能営業費

用△1,594百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、提出会社の管理部門に係る費用であ

ります。

２. セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成31年４月１日
至 令和元年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 136円77銭 95円37銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額  

（百万円）
13,489 9,407

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
13,489 9,407

普通株式の期中平均株式数（千株） 98,627 98,638

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 136円75銭 －

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 16 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第２四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

令和元年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・3,945百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・40円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・令和元年12月10日

（注）令和元年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和元年11月12日

株式会社平和 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 平野  満  印 

 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 佐藤  元  印 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社平和の

平成31年４月１日から令和２年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（令和元年７月１日から令和元年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成31年４月１日から令和元年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社平和及び連結子会社の令和元年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
                                                   以 上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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